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地域と連携した家庭科学習に関する考察
――徳島県中学校家庭科担当教員の意識にもとづいて――
鳥 井 葉 子＊，米 田 翔＊＊
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鳴門教育大学研究紀要
第２１巻 ２００６ はじめに
現行の学習指導要領改訂に先立つ教育課程審議会答申
において，家庭科の改善の基本方針の一つとして，家庭・
地域社会との連携や生涯学習の視点を踏まえつつ，学校
における学習と社会における実践との結び付きに留意し
て内容の改善を図ることがあげられた。それまでにも，
家庭や地域の生活実態把握にもとづいた学習課題の設定
およびその解決をめざした生活実践は，家庭科の中核的
な学習として位置づけられていた。今回の学習指導要領
では，学習方法をも含めて地域との連携をより深める学
習が求められるようになった。中学校学習指導要領「技
術・家庭」家庭分野においても，次のような内容・方法
の変化があげられる。先の中学校学習指導要領「技術・
家庭」の「家庭生活」領域では「地域社会との関係を考
えさせる」１）と記されていた内容から，現行の学習指導
要領解説「技術・家庭編」家庭分野の「家族と家庭生活」
では，「地域の様々な活動に参加し，高齢者と交流する
などの学習も考えられる」２），あるいは，選択項目の内
容として，「地域の人々の生活に関心を持ち，高齢者な
ど地域の人々とかかわることができること」３）と記さ
れ，地域の活動への参加や地域の人との交流という積極
的な連携を図る学習になっている。
一方，１９９６年４月の生涯学習審議会答申「地域におけ
る生涯学習機会の充実方策について」においては，「学
社融合」を「学校教育と社会教育がそれぞれの役割分担
を前提とした上で，そこから一歩進んで，学習の場や活
動など両者の要素を部分的に重ね合わせながら，一体と
なって子供たちの教育に重ね合わせながら取り組んでい
こうとする考え方」と定義し，学社連携のより積極的な
推進が図られた。また，２００３年の学校完全週５日制によ
る教育機会の減少により学校教育と社会教育との有機的
な連携，協力が不可欠な課題と捉えられるようになっ
た。
このような経緯で進展してきた学社融合の活動を文部
＊＊鳴門教育大学生活・健康系（家庭）教育講座
＊＊鳴門教育大学大学院―３科学省生涯学習局の今野氏は次のように分類している。
・活動が学校教育でもあり，社会教育でもあるというも
の（狭義の融合）…少年自然の家などの事業を通じて
行われる小中学校の自然教室や市民に対する学校農園
の開放事業で生徒が授業の一環として市民に栽培指導
するような活動
・地域社会と学校とが積極的に連携・協力するもの（広
義の融合）…地域の人材が学校教育活動に参画する場
合，学校施設の一部活用や複合化（幼稚園・図書館等
との複合施設），学校の施設・スタッフによる住民の
ための開放講座の実施，連携融合事業を推進するため
の体制整備（学校や教育委員会における担当者配置）４）
このような学校全体と地域との連携の進展にともなっ
て，家庭科の授業ではどのような地域との連携が行われ
るようになったのであろうか。
鹿沼市教育委員会の越田氏の報告５）によると，栃木県
鹿沼市立板荷中学校では，免許外教師による選択家庭科
の指導の困難さと，住民により企画・運営されているカ
レッジの平日昼間の講座開設要求という両者の課題を解
決することのできる選択家庭科の授業とカレッジ講座が
融合したプログラムが開発されて，実践されている。
また，桑畑氏らは，地域の人が参加する授業実践を地
域参加実践と名づけ，地域の人・子ども・教師三者の学
び合いの視点から，次の家庭科授業事例を報告している。
一つは，熊本県の中学校３年生の技術・家庭科の授業
に地域の JA加工部の人が参加する「味噌作りとあんも
ちだご汁作り」である。子どもたちは，地域の食文化を
学び現状の食文化を見つめ，未来に向けて食文化を形成
しようとし，地域の人を交流し学び合う存在ととらえて
いたと述べている。一方，地域の人は子どもとのふれあ
いを楽しんでいたが，教える意識が強く，子どもたちを
共に学び合う存在ととらえていなかったとのことであ
る。また，家庭科教師は子どもと地域の人をつなぐ役割
の意識化の程度や授業以外での地域の人とのかかわり方
により，学び合いが左右されることを学んだとある６）。８７―
鳥 井 葉 子・米 田 翔二つめは，熊本県の高等学校において，社会福祉協議
会食生活改善グループの女性と同地区の男性７名の参加
を得た，１年生に４回，２年生に５回の継続的な授業実
践である。うどんを作る際の収穫直前の小麦の提示，熊
本産の大豆を使った味噌作り，地域の人への聞き書き
等，地域の生活と関連づけた継続的な地域参加実践によ
り，子どもは人間関係のつくりかた，あり方を体得し，
自身や家族をとらえ直したこと，また，地域の人は自身
の生き方，暮らし方，指導観を変化させたことが記され
ている。一方，家庭科教師は自身の子ども観を広げ，地
域参加実践が子どもの癒しの場となることに気づいたこ
とが報告７）されている。
以上述べてきたように，地域と連携した学校教育の進
展，および，地域と連携した家庭科授業実践事例を踏ま
えて，本研究は，今後の中学校家庭科において地域と連
携した授業実践を展開するために，中学校教員の意識を
ふまえ，その課題を明らかにすることを目的とする。
 方法
中学校家庭科授業で地域と連携した授業実践を展開す
るための課題を明らかにするために，徳島県の公立中学
校の家庭科担当教師を対象に，勤務している学校全体の
地域連携の取り組み，現在の家庭科における地域連携の
取り組み，今後の家庭科授業における地域連携に対する
希望について調査を行った。その際，群馬県利根事務所
による地域連携の取り組みの４つの分類「A講師型」「B
支援型」「C地域活動型」「D交流型」８）に準じ，また，
今後連携が深まると増えることが推測される「E協働
型」を独立させて加え，地域連携の形態に関する質問項
目を設定した。調査は２００５年７月に郵送による家庭科担
当者宛の質問紙法調査を実施した。また，比較のため鳥
取県の公立中学校の家庭科担当教師にも同様の調査を行
った。両県ともに家庭科担当者の半数程度が家庭科免許
を持たず，他の免許保持者であること，また，非常勤講
師として勤務する教員が多いことにより，返送された有
効回答数は非常に少なかった。徳島県の公立中学８９校宛
に郵送して得られた有効回答数は２４で，回収率は２７．０％
であった。鳥取県の公立中学６０校宛に郵送して得られた
有効回答数は１１で，回収率は１８％であった。対象校の数
が少なく，回収率も低いために中学校家庭科教員全体の
傾向を知ることは難しいが，得られた貴重な回答から，
今後の中学校家庭科において地域と連携した授業実践を
展開するための課題を検討していきたい。
回答者の家庭科担当の経験年数を図１に，取得免許の種
類を図２に，ティーム・ティーチング（以下 T・T）に
よる授業経験の有無およびその内容を表に示した。
徳島県の回答者は，家庭科担当の経験年数５年未満が
２―３最も多く，５～１０年未満，１５～２０年未満の順に続いた。
中学校家庭の免許取得者は６０％で，半数近くが，総合的
な学習や家庭科以外の教科，栄養職員との T・Tを経験
している。一方，鳥取県の回答者は，家庭科担当経験が
０年以上の教師が最も多く，次いで，５年未満，１５～２０
T・Tによる授業経験の有無 徳島県 鳥取県
 総合的な学習で経験 １２（５０．０）
５
（４５．０）
 家庭科以外の教科で経験 １２（５０．０）
２
（１８．０）
 栄養職員との T・T経験有 １１（４６．０）
２
（１８．０）
 養護教諭との T・T経験有 ５（２１．０）
３
（２７．０）
 専科の教諭との T・T経験有 ２（８．０）
１
（９．０）
 他クラス担任との T・T経験有 ６（２５．０）
１
（９．０）
 専門的知識を持つ人との T・T経験有 ７（２９．０）
３
（２７．０）
 以外の人との T・T経験有 ３（１３．０）
２
（１８．０）
	 T・Tによる指導経験無 １（４．０）
１
（９．０）
無回答 ２（８．３）
１
（９．０）
図１ 回答者の家庭科担当の経験年数
図２ 回答者の取得免許の種類（複数回答）
表 T・Tによる授業経験とその内容（複数回答） 人（％）８８―
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年未満の経験者となっており，全員が中学校家庭免許保
持者である。T・Tの経験は総合的な学習に集中してお
り，他教科の指導をしないためか，他の T・Tの経験は
少なく，栄養職員との T・Tの経験も少ない。これは，
鳥取県における中学校の栄養職員配置の少なさ９）が背景
にあると考えられる。
 結果及び考察
１．学校全体の地域連携
 学校全体の地域連携の取り組みの内容
勤務している学校全体で最も取り組んでいる地域連携
（行事・総合的な学習の時間等）の内容を問うた結果（複
数回答）を図－１に示した。両県とも最も取り組んで
いる内容は「職場体験」であるが，次に行われている
のが徳島県では「地域の人々との交流」，「地域（自
然・歴史・文化）理解」となっている。それに対し，鳥
取県では「地域の人との交流」「福祉」となってい
る。「職場体験」の回答が多いのは，カリキュラムと
して組み込まれているためであると考えられる。最も差
が大きいのは「地域産業の理解」となっている。
 学校全体の地域連携（行事・総合等）の形態
学校全体で取り組まれている地域連携（行事・総合的
な学習の時間等）形態を問うた結果（複数回答）を図
－２に示した。徳島県・鳥取県ともに高いのは，「学
校行事（運動会・文化祭等）に地域の人が参加」と「
地域の行事に生徒を参加させる」である。運動会・文化
祭等の学校行事や地域の行事という，多くの参加者を期
待して開催される行事は，地域の人・生徒ともに，最も
参加しやすい地域連携の機会であるといえよう。徳島
県，鳥取県の差が出たのは，「地域の社会施設を訪問
する（見学してお話を聞く）」である。鳥取県の場合，
訪問する社会施設が学校の付近に少ないことが要因の一
つと考えられる。との質問はどちらも地域の方に専
門的知識・技能の指導を受けるという内容であるが，地―３図－２ 学校全体の地域連携の形態
域の人に来ていただくか，生徒が社会施設等を訪問して
指導を受けるかの違いである。「学校で指導を受ける」
に対し，「社会施設等で指導を受ける」は，徳島県・
鳥取県ともに少ない。生徒が社会施設等に行くことは移
動時間や移動手段などの問題から実施が難しいためと思
われる。
 学校の地域連携の担当者
学校の地域連携の担当者を問うた結果（複数回答）を
図－３に示した。「学校で地域連携の担当者が決ま
っている」場合には，担当者をA地域連携係，B
教頭，C教務主任，D生徒会担当，Eその他の選
択肢から回答を求めた。徳島県・鳥取県ともに高いのは
「学校で地域連携の必要（行事・総合等）に応じて地
域連携担当者を決める」であった。徳島県ではがほぼ
と同数であるのに対して，鳥取県でははの半分で
あった。これは，規模の小さい学校では，クラス数が少
ないために，学年で担当者を決めるよりも学校全体で決
めざるを得ないためと見られる。「学校で地域連携の
担当者が決まっている」との回答は，徳島県のみで，鳥
取県では１校もなかった。また，決まっていると答えた８９―
鳥 井 葉 子・米 田 翔図－３ 学校における地域連携の担当者
徳島県で最も多かった担当者は「教頭」という回答であ
った。は若干鳥取県のほうが多い。「クラス（授業
や学活）で必要に応じて自分で地域連携に取り組む」と
の答えは鳥取県の方が多かった。以上の事から，徳島県
は地域連携を行う際の担当者が決まっている学校も多
く，学校が地域連携を積極的に進めていることがわか
る。鳥取県では，地域連携の都度担当者を決め，授業や
学活で実践する場合には，教科で必要に応じて決めるか
家庭科担当教員が自身で行う傾向にあるといえる。
２．現在の家庭科における地域連携
 家庭科で取り組んでいる地域連携
家庭科で取り組んでいる地域連携の内容を問うた結果
（複数回答）を図－１に示した。徳島県・鳥取県の両
県ともに多いのは「地域の人々との交流」「福祉」
でった。鳥取県では「環境保全」「消費生活の理解」
と答えたものはみられなかった。
 家庭科の地域連携の形態
家庭科において実施している地域連携の形態を図－
２に示す。「授業で地域の社会施設を訪問する」場合
には，社会施設をA幼稚園，B保育所，C老人福
祉施設の選択肢から回答を求め，さらに，訪問の内容を
X見学，Y話を聞く，Z交流するという選択肢か
ら回答を求めた。両県とも「授業で地域の社会施設を
訪問する」との答えが最も多く，訪問する社会施設は「
B保育所」で，活動内容は「Z交流する」が多かった。
これは，学習指導要領の中学校「技術・家庭」家庭分野
「家族と家庭生活」に選択項目としてではあるが，幼児
との交流が位置づけられていること，また，学校教育に
おいて保育体験学習に重点が置かれるようになったため―３と考えられる。次に多いのは，「授業で地域の人に専
門的知識・技能の指導を受ける」であった。
３．今後の家庭科学習における地域連携に対する希望
中学校家庭科担当教員が今後の家庭科学習において希
望する地域連携の形態およびその具体的内容・方法に関
して，４段階の選択肢を設けて質問した結果を述べる。
 今後の地域連携の形態
中学校家庭科担当教員の今後の地域連携の形態に対す
る希望を図－１に示す。徳島県の場合「A講師型地
域連携（講師として来ていただき専門的知識・技能を指
導していただく）」と「E訪問・見学型地域連携」への
希望が多く，鳥取県は「A講師型地域連携」と「C交
流型地域連携」への希望が多いということがわかる。両
県とも最も希望が多いのは「A講師型地域連携」であ
った。これは「A講師型地域連携」が他の連携に比べ
ると教師の授業準備の負担が比較的少なく，すでに行っ
ているところが多いためと思われる。「D協働型地域
連携（同じ目的の元で地域の人々と生徒が共に企画・
実践等をおこなう）」と「D協働型地域連携（市民
向け講座主催者と連携し地域の人々と生徒が共に学習者
となる）」は，鳥取県では希望が少ない。それに対し，
徳島県では「D協働型地域連携」を実践してみたい
とする回答に対して，「D協働型地域連携」をあま
り実践したくないとする回答が多く，両者の差が大き
い。「D協働型地域連携」は，講座主催者と対象であ
る地域の人との三者の連携が必要であり，教師にかかる
授業準備の負担が重くなるため，実践したいという希望
が少ないのではないかと思われる。
 講師型地域連携
講師型地域連携における講師と内容に対する希望を図
－２－Aに示す。講師型の地域連携は教師の授業準
備の負担は比較的少ないと考えられるが，図のように全
体的に実践への希望は少ない結果となっている。徳島県
は，「幼稚園教諭を G.Tに迎えた乳幼児の授業」およ
び「	栄養士との T・Tによる授業・実習」への希望が
多い。鳥取県は，「子育て中の地域の人を G.Tに迎え
た乳幼児の授業」および「
消費生活の専門家を G.T
に迎えた授業」への希望が多い。とでは同じ保育に
関する領域で，幼稚園教諭か地域の人かという違いであ
る。徳島県では幼稚園教諭，鳥取県では地域の人への希
望が多かった。「
消費生活の専門家（消費生活センター
職員・NPO等）を G・Tに迎えた授業」にも差があり，
鳥取県の希望が多い。鳥取県の場合，東部，中部，西部
にそれぞれ消費者生活センターがあり，中・高校生向け
の授業実践がしやすい環境にあるためと思われる。「
法律の専門家を G.Tに迎えた消費生活の法律の授業」
実践に対する希望は少ない。９０―
地域と連携した家庭科学習に関する考察 ――徳島県中学校家庭科担当教員の意識にもとづいて―― 学習支援型地域連携
学習支援型地域連携への希望を図－２－Bに示し
た。学習支援型地域連携への希望は鳥取県より徳島県の
方が多いという傾向が見られる。生徒の作業進度に差が
生じやすい被服の授業での学習支援に対して，鳥取県は
比較的希望が少ない。これは，授業時間減にともなって，
被服製作では学習支援を必要とする高度な縫製技能等を
指導しなくなったためと思われる。徳島県は，「調理実
習で地域の人に学習支援を受ける実習授業」への希望が
多い。
図－１ 家庭科で取り組んでいる地域連携の内容―３ 交流型地域連携
交流型地域連携への希望を図－２－Cに示した。鳥
取県では乳幼児や高齢者との交流への希望が多く，徳島
県では乳幼児との交流と福祉施設でのボランティア活動
図－２ 家庭科の地域連携の形態図－１ 今後の家庭科における地域連携の形態に関する希望９１―
鳥 井 葉 子・米 田 翔図－２－A 講師型地域連携に対する希望図－２－B 学習支援型地域連携に対する希望の実践への希望が多く見られる。特に，乳幼児との交流
の授業への希望は多く，徳島県では「実践したいと思わ
ない」との回答はなかった。「地域の人々を招待した
会食」は徳島県が比較的「実践したい」とした回答が多
かったが，鳥取県では見られなかった。学習指導要領の
選択項目として「会食」があるにもかかわらず，希望が
少ないのは，時間的な問題と安全面に課題があるためと―３思われる。
 協働型地域連携
協働型地域連携への希望を図－２－Dに示す。徳
島県・鳥取県ともに「地域の人と生徒が地域の伝統的
な食事をともに企画・調理する会食」への希望が多いこ
とがわかる。鳥取県は前述の「C交流型地域連携」の質
問項目「地域の人々を招待した会食」に対しては「実践９２―
地域と連携した家庭科学習に関する考察 ――徳島県中学校家庭科担当教員の意識にもとづいて――図－２－C 交流型地域連携に対する希望図－２－D 協働型地域連携に対する希望したくない」との回答が多かったが，ここでは，「実践
したい」との回答が多かった。地域の伝統的な食事の調
理実習を行うには，地域の経験者に指導を受けたいとい
う希望がうかがえる。
 訪問・見学型地域連携
訪問・見学型地域連携への希望を図－２－Eに示
す。徳島県は「消費生活センターの見学」と「生産
農家の見学」への希望が多い。鳥取県は「歴史的な住
まいの見学」と「モデルハウスの見学」への希望が多
い。生産農家の見学について，両県の差が明確に出た。
徳島県が「実践したい」が５０％を超えているのに対し，
鳥取県は「実践したくない」が多数を占めている。―３ 地域の行事参加型地域連携
地域の行事参加型地域連携への希望を図－２－Fに
示す。地域の行事（環境保全・祭礼等）参加型連携の授
業に関する質問に対しては，徳島県と鳥取県の授業実践
希望に差が見られる。徳島県は比較的希望が多い傾向に
あるといえる。「地域の祭礼等への参加の家庭学習課
題の設定」の質問に対して，鳥取県は「実践したい」と
した回答が見られなかっが，徳島県は半数近くが「実践
したい」と答えている。これは，徳島県には地域に根ざ
した阿波踊りがあり，地元の踊りの団体に所属している
生徒もいるため，実践しやすいのではないかと思われ
る。９３―
鳥 井 葉 子・米 田 翔図－２－E 訪問・見学型地域連携に対する希望
図－２－F 地域の行事参加型地域連携に対する希望
４．今後の家庭科における地域連携に関する意識
徳島県，鳥取県の中学校家庭科担当教員の「今後の家
庭科における地域連携」に関する自由記述を KJ法によ―３りまとめ，図に示した。
徳島・鳥取両県の家庭科担当教員の中には「家庭科で
は地域連携を行う必要はない」という意見もあったが，
「家庭科で地域連携をやりたい，どんどん取り入れた
い」という積極的な意見が多かった。しかし，地域連携
を行うにあたり「どこまでの連携が『家庭科』の授業な
のか目的，目標をはっきりさせる必要がある」といった
慎重な意見もあった。また，「時間のゆとりが無く実施
が困難」という意見が見られた。それに対し，「総合の
時間との組み合わせで対応すべき」という解決策も記さ
れていた。中学校の家庭科で地域連携を行うために時間
的ゆとりが無く難しい状況を克服するには，総合的な学
習の時間と組み合わせることが一つの方策ととらえられ
ている。また，「学校の地域の実態に応じて連携の方法
を考えるべき」との意見があった。地域連携を行いたい
が，「人材がどこにいるのか分からない」「地域連携をや
りたくてもできない」という意見への解決策として，「大
学などが地域連携や人材，情報など中間的な役割を担っ
てほしい」という要望があった。
 おわりに
前述した自由記述に見られた現場教師の「地域連携を
行いたくても，時間がない」という意見に代表されるよ図 今後の家庭科における地域連携に関する中学校家庭科教員の意識９４―
地域と連携した家庭科学習に関する考察 ――徳島県中学校家庭科担当教員の意識にもとづいて――うに，中学校の家庭科は授業時間減により，地域連携の
実践が難しい現状にある。これに対応し，家庭科と密接
に関わる総合的な学習の時間のテーマと連携して，地域
連携を実践する方法が求められる。そこで，総合的な学
習の時間と家庭科の学習目的・内容を重ねることができ
るような地域連携の方法を探究していくことを今後の課
題としたい。また，家庭科授業で地域連携を行うための
人材の紹介や情報の提供および中間的役割を大学がどの
ように担うことができるかについて方策を検討したい。
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The purpose of this study is to consider home economics class for student participation and collaboration
with local residents based on the consciousness of teachers at lower secondary schools in Tokushima.
The results were as follows.
１：The hours of classes decrease and the home economics class for student participation and collaboration
with local residents should be practiced in combination with integrated study.
２：It is necessary for teachers to practice home economics class for student participation and collaboration
with local residents to network information of local residents and resources.
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